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第6章 事後調査計画 

 

6-1 事後調査項目の選定 

対象事業の実施による環境影響について、「第 4 章 調査･予測･保全対策・評価」で検討した

結果、本事業の実施によって周辺環境に著しい影響を与えるものではないと考える。 

ただし、工事計画、施設計画に未確定な部分があることから予測結果に不確実性が含まれてい

る項目がある。また、大気質、悪臭など、周辺住民において関心が高い項目については、実際に

測定を行い、事業の影響の有無を確認、公表することが求められると考える。 

事後調査を行う項目または行わない項目の選定・非選定の理由について、以下に示す。 

 

6-1-1 大気質 

1) 工事による影響 

工事による大気質への影響に関する事後調査項目の選定・非選定の理由を表 6-1-1 に示す。 

表 6-1-1 事後調査項目の選定・非選定の理由（大気質：工事中） 

工事による影響 

要 因

 

区 分 

運搬 掘削 
建築物

の解体

舗装工事・

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

建築物

の工事

選定・非選定の理由 

二酸化硫黄 － － － － － 

一酸化窒素 － － － － － 

二酸化窒素 － ○ － ○ ○ 

浮遊粒子状物質 － ○ － ○ ○ 

ダイオキシン類 － － － － － 

ベンゼン － － － － － 

トリクロロエチレン － － － － － 

テトラクロロエチレン － － － － － 

ジクロロメタン － － － － － 

粉じん 

・降下ばいじん 
－ ○ － － － 

項 

 

 

目 

その他の必要な項目 

・塩化水素 
－ － － － － 

・建設機械の稼働に伴う大気質への

影響については、環境保全に関す

る目標を満足しているが、現時点

で工事工程、工法、建設作業機械

台数等が未確定であるため、事後

調査を実施する。 

ただし、工程計画が確定した段階

で「掘削」、「舗装工事・コンクリ

ート工事」、「建築物の工事」のう

ち、影響が最も大きくなる時期に

実施する。 

 

・運搬に伴う大気質の影響について

は、上記と同様に現時点で運搬計

画が未確定であるが、予測評価の

結果、環境への影響は現地調査で

測定不可能なほどの小さな値であ

ったため、事後調査は実施しない。

 

・建築物の解体については、本事業

と事業者が異なることから事後調

査は実施しない。 

○：事後調査を行う項目 
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2) 存在・供用による影響 

存在・供用による大気質への影響に関する事後調査項目の選定・非選定の理由を表 6-1-2 に示す。 

表 6-1-2 事後調査項目の選定・非選定の理由（大気質：存在・供用） 

存在・供用による影響  

要 因 

 

 

区 分 

自動車交通の

発生 

焼却施設

の稼働

廃棄物の 

排出・処理

選定・非選定の理由 

二酸化硫黄 － ○ － 

一酸化窒素 － － － 

二酸化窒素 － ○ － 

浮遊粒子状物質 － ○ － 

ダイオキシン類 － ○ － 

ベンゼン － － － 

トリクロロエチレン － － － 

テトラクロロエチレン － － － 

ジクロロメタン － － － 

粉じん 

・降下ばいじん 
－ － － 

項 

 

 

目 

その他の必要な項目 

・塩化水素 
－ ○ － 

・焼却施設の稼働による大気質（二酸化硫黄、二酸

化窒素、浮遊粒子状物質、ダイオキシン類、粉じ

ん、塩化水素）への影響は、環境保全に関する目

標を満足しているが、周辺住民の関心が高いこと

、施設の詳細な設備等が未確定であり、不確実性

が残ることから事後調査を行う。 

 

・焼却施設の稼働に伴うベンゼン、トリクロロエチ

レン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの

影響はないことから、事後調査は行わない。 

 

・自動車交通の発生による大気質への影響は、搬入

計画が未定であるが、予測評価の結果、環境への

影響は現地調査で測定不可能なほどの小さな値

であったため、事後調査は実施しない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-2 騒 音 

1) 工事による影響 

工事による騒音への影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-3 に示す。 

表 6-1-3 事後調査項目の選定・非選定の理由（騒音：工事中） 

工事による影響 
 

要因 

 

区分 運搬 掘削

建築 

物の 

解体 

舗装工事

･ｺﾝｸﾘｰﾄ

工事 

建築 

物の 

工事 

選定・非選定の理由 

総合騒音 － ○ － ○ ○ 

道路交通

騒音 
－ － － － － 項 

目 

建設作業

騒音 
－ ○ － ○ ○ 

・建設機械の稼働に伴う騒音への影響については、環

境保全に関する目標と同等または満足しているが、

現時点で工事工程、工法、建設作業機械台数等が未

確定であるため、事後調査を実施する。 

 

・運搬に伴う騒音の影響については、上記と同様に現

時点で運搬計画が未確定であるが、予測評価の結果

、環境への影響は現地調査では把握が困難な程度の

小さな値であったため、事後調査は実施しない。 

 

・建築物の解体については、本事業と事業者が異なる

ことから事後調査は実施しない。 

○：事後調査を行う項目 
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2) 存在・供用による影響 

存在・供用による騒音の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-4 に示す。 

表 6-1-4 事後調査項目の選定・非選定の理由（騒音：存在・供用） 

存在・供用による影響  

要 因 

 

区 分 

自動車交通 

の発生 

焼却施設 

の稼働 

選定・非選定の理由 

総合騒音 － ○ 

道路交通騒音 － － 項 

目 

工場騒音 － ○ 

・施設の稼働に伴い発生する騒音については、環境保

全に関する目標を一部の地点で超過しており、さら

に施設の詳細な設備等が未確定であり、不確実性が

残ることから事後調査を行う。 

 

・運搬に伴う騒音の影響については、上記と同様に現

時点で運搬計画が未確定であるが、予測評価の結果

、環境への影響は現地調査では把握が困難な程度の

小さな値であったため、事後調査は実施しない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-3 振動 

1) 工事による影響 

工事による振動の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-5 に示す。 

表 6-1-5 事後調査項目の選定・非選定の理由（振動：工事中） 

工事による影響  

要 因 

 

区 分 
運搬 掘削 

建築物
の解体

舗装工
事･ｺﾝｸﾘ
ｰﾄ工事 

建築物

の工事

選定・非選定の理由 

総合振動 － ○ － ○ ○ 

道路交通振動 － － － － － 
項 

目 

建設作業振動 － ○ － ○ ○ 

・建設機械の稼働に伴う振動への影響につ

いては、環境保全に関する目標を満足し

ているが、現時点で工事工程、工法、建

設作業機械台数等が未確定であるため、

事後調査を実施する。 

 

・運搬に伴う振動の影響については、予測

・評価結果が環境保全に関する目標を満

たしていることから、事後調査を実施し

ない。 

 

・建築物の解体については、本事業と事業

者が異なることから事後調査は実施しな

い。 

○：事後調査を行う項目 
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2) 存在・供用による影響 

存在・供用による振動の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-6 に示す。 

表 6-1-6 事後調査項目の選定・非選定の理由（振動：存在・供用） 

存在・供用による影響  

要 因 

 

区 分 

自動車交通 

の発生 

焼却施設 

の稼働 

選定・非選定の理由 

総合振動 － ○ 

道路交通振動 － － 
項 

目 

工場振動 － ○ 

・焼却施設の稼働に伴い発生する振動については、環

境保全に関する目標を満足しているが、施設の詳細

な設備等が未確定であり、不確実性が残ることから

事後調査を行う 

 

・運搬に伴う振動の影響については、予測・評価結果

が環境保全に関する目標を満たしていることから、

事後調査を実施しない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-4 低周波音 

存在・供用による低周波音の事後調査を行う項目及びその選定根拠等を表 6-1-7 に示す。 

表 6-1-7 事後調査項目の選定・非選定の理由（低周波音：存在・供用） 

存在・供用による影響           要 因 

 

区 分 焼却施設の稼働 

選定・非選定の理由 

項 目 低周波音 ○ 

・施設の存在・供用に伴い発生する低周波音につ

いては、環境保全に関する目標を満足している

が、施設の詳細な設備等が未確定であり、予測

手法にも不確実性が残ることから事後調査を行

う 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-5 悪臭 

存在・供用による悪臭の事後調査を行う項目及びその選定根拠等を表 6-1-8 に示す。 

表 6-1-8 事後調査項目の選定・非選定の理由（悪臭：存在・供用） 

存在・供用による影響 

焼 却 施 設 の 稼 働 
要 因 

区 分 自動車交

通の発生 煙突排ガ

ス臭気 

工場からの漏

れ臭気 

選定・非選定の理由 

特定悪臭物質 － ○ ○ 

項 

目 

臭気指数(濃度) ○ ○ ○ 

・焼却施設の稼働による悪臭の影響は、環境保全

に関する目標を満足しているが、周辺住民の関

心が高いこと、施設の詳細な設備等が未確定で

あり、不確実性が残ることから事後調査を行う。

・自動車交通の発生による悪臭の影響は、予測手

法に不確実性が残ること、周辺住民の関心が高

いことから事後調査を行う。 

○：事後調査を行う項目 
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6-1-6 水質 

工事による水質の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-9 に示す。 

表 6-1-9 事後調査項目の選定・非選定の理由（水質：工事中） 

工事による影響 

掘削工事 
舗装工事・ｺﾝｸﾘｰﾄ

工事 要 因 

 

区 分 
工事中の湧水 

(濁水) 

工事中の降雨 

(濁水) 

工事中の降雨 

(濁水) 

選定・非選定の理由 

 

項目 生活環境項目 ○ ○ 
・工事中の水質は、工事計画が未確定であること、保

全措置が未確定であることから、事後調査を行う。

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-7 水象 

水象の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-10 に示す。 

表 6-1-10 事後調査項目の選定・非選定の理由（水象） 

工事による 
影響 

存在・供用によ
る影響 

掘削工事 計画施設の稼働

要 因 

 

区 分 工事中の湧水 地下水の揚水 

選定・非選定の理由 

項目 地下水位 ○ ○ 

・工事中の水象は、工事計画が未確定であること、保

全措置が未確定であることから事後調査を行う。 

・施設の存在・供用に伴う水象への影響は、施設計画

が未確定であること、保全措置が未確定であること

から、事後調査を行う。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-8 土壌汚染 

土壌汚染の影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-11 に示す。 

表 6-1-11 事後調査項目の選定・非選定の理由（土壌汚染） 

工事によ
る影響 

存在・供用による
影響 要 因 

 
区 分 掘削工事 

焼却施
設の稼
働 

廃棄物の
排出・処
理 

選定・非選定の理由 

環境基準項目 － ○ － 

項目 

ダイオキシン

類 
－ ○ － 

・工事中の土壌汚染は、掘削地域に土壌汚染が確認さ

れておらず、影響を生じさせないことから事後調査

は行わない 

・焼却施設の稼働による土壌汚染の影響は、環境保全

に関する目標を満足しているが、周辺住民の関心が

高いこと、施設の詳細な設備等が未確定であり、不

確実性が残ることから事後調査を行う。 

・廃棄物の排出・処理による土壌汚染は、環境保全措

置の実施により影響はほとんどないことから、事後

調査は行わない 

○：事後調査を行う項目 
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6-1-9 地盤沈下 

地盤沈下に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-12 に示す。 

表 6-1-12 事後調査項目の選定・非選定の理由（地盤沈下） 

工事による影響 存在・供用による影響要 因 
 

区 分 掘削工事 焼却施設の稼働 
選定・非選定の理由 

項目 地盤沈下 － ― 

・工事中の地盤沈下は、工事計画が未確定であるこ

と、保全措置が未確定であるが、水象調査におい

て、地盤沈下を引き起こすおそれがあるほど地下

水位の著しい低下が見られた場合に事後調査を行

う。 

 

・施設の存在・供用に伴う地盤沈下は、施設計画が

未確定であること、保全措置が未確定であるが水

象調査において、地盤沈下を引き起こすおそれが

あるほどの地下水位の著しい低下が見られた場合

に事後調査を行う。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-10 植物 

植物に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-13 に示す。 

表 6-1-13 事後調査項目の選定・非選定の理由（植物） 

存在・供用による影響 要 因 
 

区 分 緑 化 焼却施設の稼働 
選定・非選定の理由 

植物相 － － 

植生 － － 

注目すべき種・

群落 

－ － 
項

目 

保全機能等 － － 

・施設の存在・供用に伴って植物へ生じる直接的な影

響を及ぼさないことから、事後調査は行わない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-11 動物 

1) 工事による影響 

工事による動物への影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-14 に示す。 

表 6-1-14 工事中の事後調査項目の選定・非選定の理由（動物：工事中） 

工事による影響 要 因 
 

区 分 掘削 
建築物の

解体 

舗装工事・ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ工事 

建築物

の工事

選定・非選定の理由 

動物相 － － － － 

項目 注目すべき種

及び個体群 
－ － － － 

・工事に伴って動物へ生じる影響は

小さいことから、事後調査は行わ

ない。 

○：事後調査を行う項目 
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2) 存在・供用による影響 

存在・供用による動物への影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-15 に示す。 

表 6-1-15 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（動物：存在・供用時） 

存在・供用による影響 要 因 
 

区 分 地形改変 緑化 
焼却施設

の稼働 

選定・非選定の理由 

動物相 － － － 

項目 
注目すべき種

及び個体群 
－ － － 

・施設の存在・供用に伴って動物へ生じる影響は

小さいことから、事後調査は行わない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-12 生態系 

1) 工事による影響 

工事による生態系への影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-16 に示す。 

表 6-1-16 工事中の事後調査項目の選定・非選定の理由（生態系：工事中） 

工事による影響 要 因 
 

区 分 掘削 
建築物の

解体 

舗装工事・ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ工事 

建築物

の工事

選定・非選定の理由 

項目 生態系 － － － － 
・工事によって生態系へ生じる影響に及ぼすことは

ないことから、事後調査は行わない。 

○：事後調査を行う項目 

 

2) 存在・供用による影響 

存在・供用によって生態系に及ぼす影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-17 に示

す。 

表 6-1-17 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（生態系：存在・供用時） 

存在・供用による影響 要 因 
 

区 分 緑化 焼却施設の稼働 
選定・非選定の理由 

項目 生態系 － － 
・施設の存在・供用に伴って生態系へ生じる影響は

ないことから、事後調査は行わない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-13 景観 

景観に及ぼす影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-18 に示す。 

表 6-1-18 事後調査項目の選定・非選定の理由（景観） 

工事による

影響 
存在・供用による影響 要 因 

 

区 分 建築物の 

工事 

建築物・工作

物等の存在
緑 化 

選定・非選定の理由 

景観資源・構

成要素 
－ ○ ○ 

項目 

主要な景観 － ○ ○ 

・工事によって景観に及ぼす影響は軽微であり、期間も
限定的であることから事後調査は行わない。 
・施設の存在・供用に伴って景観に及ぼす影響について
は、計画建築物の規模、色彩、外構の緑化計画等が未
確定であることから、予測に不確実性が残るため事後
調査を行う。 

○：事後調査を行う項目 
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6-1-14 触れ合い活動の場 

触れ合い活動の場に及ぼす影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-19 に示す。 

表 6-1-19 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（触れ合い活動の場） 

工事による影響 存在・供用による影響
要 因 

 
区 分 

建設工事 

(掘削、建築物等の

工事) 

焼却施設の稼働 
選定・非選定の理由 

項目 
利用環境の

改変の程度 
－ － 

・工事に伴って触れ合い活動の場に及ぼす影響はないこ

とから事後調査は行わない。 

・施設の稼働に伴って触れ合い活動に及ぼす影響はない

ことから事後調査は行わない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-15 廃棄物等 

廃棄物等に及ぼす影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-20 に示す。 

表 6-1-20 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（廃棄物等） 

工事による

影響 
存在・供用による影響要 因 

 

区 分 掘削 廃棄物の排出・処理

選定・非選定の理由 

廃棄物 － － 

項 

目 

残土等の副産物 － － 

・工事に伴って発生する廃棄物等は、適正に処理するこ

とから事後調査は実施しない。 

・施設の稼働に伴って発生する廃棄物は、適正に処理す

ることから事後調査は実施しない。 

・建築物の解体については、本事業と事業者が異なるこ

と、発生する廃棄物等は長野市により適正に処理する

ことから、事後調査は実施しない。 

○：事後調査を行う項目 

 

6-1-16 温室効果ガス等 

温室効果ガス等に及ぼす影響に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-21 に示す。 

表 6-1-21 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（温室効果ガス等） 

存在・供用による影響 要 因 

 

区 分 
自動車交通の発

生 
焼却施設の稼働

選定・非選定の理由 

項 

目 

二酸化炭素 

メタン 

一酸化二窒素 

－ － 

・自動車交通の発生による温室効果ガス等への影響は軽

微であることから、事後調査は行わない。 

・焼却施設の稼働に伴い発生する温室効果ガスの原因と

なる廃プラスチック量は、施設運営上、処理量を把握

する。また、施設における発電量も施設運営上把握す

る。以上より、温室効果ガス等に関する事後調査は実

施しない。 

○：事後調査を行う項目 
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6-1-17 日照阻害 

日照阻害に関する事後調査の選定・非選定の理由を表 6-1-22 に示す。 

表 6-1-22 存在・供用時の事後調査項目の選定・非選定の理由（日照阻害） 

存在・供用による影響 要 因 

区 分 建築物・工作物等の存在 
選定・非選定の理由 

項 目 日 照 阻 害 ○ 

・焼却施設の稼働による日照阻害の影響は、環境保全

に関する目標を満足しているが、施設の詳細な規模、

高さ等備等が未確定であり、不確実性が残ることか

ら事後調査を行う。 

○：事後調査を行う項目 
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6-2 事後調査計画 

6-2-1 工事による影響 

1) 大気質 

(1) 調査項目等 

工事による大気質への影響の事後調査は表 6-2-1 に示す内容で計画する。 

調査項目は建設機械の稼働に伴う二酸化窒素及び浮遊粒子状物質とする。 

工事中の大気質への影響は対象事業実施区域周辺に限られることから、調査地点は図 6-2-1 に示

す対象事業実施区域内 1地点とする。 

表 6-2-1 大気質の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

二酸化窒素 

（窒素酸化物） 

浮遊粒子状物質 

地上気象 

（風向・風速、気温、湿度） 

1回（工事の最盛期）

(7日間/季) 

24時間連続測定 

［1時間値× 

   24回×7日］ 

対象事業実施区域内1地点と

する 

降下ばいじん 
1回（工事の最盛期）

(30日間) 

連続捕集 

［１検体/月］ 

対象事業実施区域内1地点と

する 

 

(2) 測定方法 

大気質の測定は、「大気の汚染に係る環境基準について」及び「二酸化窒素に係る環境基準につ

いて」等に定める方法に準拠して、表 6-2-2 に示す方法により行う。また、降下ばいじんについて

は大気汚染物質測定法指針に定める方法により行う。 

地上気象の測定は、地上気象観測指針に定める方法により行う。 

表 6-2-2 大気質の測定方法 

測定項目 測定方法 データの情報 測定位置

二酸化硫黄（ＳＯ2） 溶液導電率法（JIS B 7952） 毎正時 

一酸化窒素（ＮＯ） 

二酸化窒素（ＮＯ2） 
ザルツマン吸光光度法(JIS B 7953) 毎正時 

1.5m 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） β線吸収法(JIS B 7954) 毎正時 3.5m 

降下ばいじん デポジットゲージ採取法 1 検体/月/季  
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図 6-2-1 大気質事後調査地点（工事による影響） 
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2) 騒音 

工事による騒音への影響の事後調査は表 6-2-3 に示す内容で計画する。 

調査項目は、建設作業騒音レベルとする。調査頻度は工事の最盛期 1回とする。 

調査地点は、図 6-2-2 に示す予測地点である西側敷地境界及び近接民家付近の 2地点とする。 

表 6-2-3 騒音の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

建設作業 

騒音レベル 
1回（工事の最盛期） 連続測定［昼間12時間連続］

２地点 

(予測地点：西側敷地境界及び 

近接民家付近) 

測定方法  

 １：「騒音に係る環境基準について」に定める方法 

 ２：特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準に定める方法 

 

3) 振動 

工事による振動への影響の事後調査は表 6-2-4 に示す内容で計画する。 

調査項目は、建設作業振動レベルとする。調査頻度は工事の最盛期 1回とする。 

調査地点は、図 6-2-2 に示す予測地点である西側敷地境界及び近接民家付近の 2地点とする。 

 

表 6-2-4 振動の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

建設作業 

振動レベル 
1回（工事の最盛期） 連続測定［昼間12時間連続］

２地点 

(予測地点：西側敷地境界及び近接

民家付近) 

測定方法  

 １：特定工場等において発生する振動の規制に関する基準に定める方法 
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図 6-2-2 騒音・振動事後調査地点（工事による影響） 



- 722 - 

4) 水 質 

(1) 調査項目等 

工事による水質への影響の事後調査は表 6-2-5 に示す内容で計画する。 

調査項目は、工事に伴い発生する濁水とし浮遊物質量及び濁度とする。調査頻度は掘削工事の最

盛期における平常時及び降雨時とする。 

調査地点は図 6-2-3 に示す現地調査地点 3地点とする。 

表 6-2-5 水質の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

浮遊物質量、濁度及び 

現地調査項目(※１) 

掘削工事の最盛期における平常時、

降雨時各１回 

(降雨時は１降雨の濁水ピーク時付

近で5回測定する） 

流 量 上記水質調査時 

水質調査方法及び「水質汚濁

に係る環境基準について」に

定める方法 

３地点 

（現地調査2地点、

放流水1地点） 

注：※1：現地調査項目は気温、水温、外観、臭気、透視度、ｐH、電気伝導度 

 

(2) 分析方法 

水質の分析方法は、以下のとおりとする。 

表 6-2-6 分析方法 

調査項目 分析方法 

１ 気温 JIS K 0102 7.1 

２ 水温 JIS K 0102 7.2 

３ 外観(色度) JIS K 0102 11 

４ 臭気 JIS K 0102 10.1 

５ 透視度 JIS K 0102 9 

６ 電気伝導率 JIS K 0102 13 

７ 濁度 上水試験法 

８ 流量 JIS K 0094 

調
査
項
目 

６ 浮遊物質量 環境庁告示第 59 号付表 8 
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図 6-2-3 水質事後調査地点（工事による影響） 
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5) 水 象 

水象への影響の事後調査は表 6-2-7 に示す内容で計画する。 

調査項目は、工事に伴う地下水位の影響とし、地下水位を調査する。調査頻度は掘削工事が含ま

れる期間中及びその前後 1週間毎日とする。 

調査地点は図 6-2-4 に示す現地調査地点 4地点とする。なお、対象事業実施区域内の St.1 につ

いては工事に伴い測定困難となった場合には、工事区域内に観測井を適宜設置する。 

 

表 6-2-7 水象の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

地下水位 

掘削工事期間及びその前後、毎日1回。

工事前は1日前、 

工事後は1週間の毎日1回とする 

「地盤調査法」(地盤

工学会）による 

4地点 

（現地調査地点） 

 

6) 工事及び保全対策の実施状況 

事後調査の実施にあわせ、関連する工事の状況及び環境保全措置の実施状況を調査・整理する。 

表 6-2-8 水象の事後調査計画（工事による影響） 

調査項目 調査時期 調査方法 調査対象 

工事の状況 
事後調査の

実施期間 

資料の収集整理、聞き取り、

写真撮影等による 

・工事工程 

・工事方法 

・建設機械種別、規格、台数 

・工事関係車両走行台数 

・仮設沈砂地の設置状況 

・防災調整池の設置状況 

・その他の工事の状況 

環境保全措置

の実施状況 

事後調査の

実施期間 

資料の収集整理、聞き取り、

写真撮影等による 

・工事関係車両走行ルート 

・排出ガス対策型機械の使用状況 

・低騒音型機械の使用状況 

・低振動型機械の使用状況 

・土砂飛散防止対策の状況 

・騒音・振動防止対策の状況 

・濁水防止対策の状況 

・その他の環境保全措置の実施状況
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図 6-2-4 水象事後調査地点（工事による影響） 



- 726 - 

6-2-2 存在・供用による影響 

1) 大気質 

(1) 調査項目等 

存在・供用による大気質への影響の事後調査は表 6-2-9～10 に示す内容で計画する。 

調査項目は、施設の稼働に伴う排ガスの影響とし、二酸化硫黄、二酸化窒素（窒素酸化物）、浮

遊粒子状物質、ダイオキシン類及び塩化水素とする。また、あわせて地上気象を測定する。 

図 6-2-5 に示す対象事業実施区域の主風向風下側 1地点、風上側 2地点、主風向の直行方向西側

1地点の計 4地点とする 

 

表 6-2-9 大気質の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

二酸化硫黄 

二酸化窒素（窒素酸化物） 

浮遊粒子状物質 

４季/年 

(7日間/季) 

24時間連続測定 

［1時間値× 

   24回×7日］ 

現況調査地点 

４地点 

ダイオキシン類 
４季/年 

(7日間/季) 

連続吸引 

［１検体/７日］ 

現況調査地点 

12地点 

塩化水素 
４季/年 

(7日間/季) 

連続吸引 

[1検体/日×7日] 

現況調査地点 

４地点 

地上気象 

（風向・風速、気温、湿度） 

４季/年 

(7日間/季) 

24時間連続測定 

［1時間値× 

   24回×7日］ 

現況調査地点 

４地点 

 

表 6-2-10 大気質の事後調査地点（存在・供用による影響） 

項 目 地点数 地点 調査地点位置 

St.1 大豆島小学校 北東 1.0km 地点 

St.2 風間保育園グラウンド 北東 2.0km 地点 

St.3
若里多目的広場 

（カネボウ跡地） 
西 2.2km 地点 

二酸化硫黄 

二酸化窒素 

浮遊粒子状物質 

ダイオキシン類 

塩化水素 

４ 

St.4 真島常監局 南西 2.2km 地点 

注：St.4 真島常監局の二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質については、常時監視

測定結果を用いる。 
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(2) 測定方法 

大気質の測定は、「大気の汚染に係る環境基準について」及び「二酸化窒素に係る環境基準につ

いて」等に定める方法とする。 

ダイオキシン類の測定については「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚

染に係る環境基準について」に定める方法とする。 

塩化水素については、大気汚染防止法施行規則第 15 条又は大気汚染物質測定法指針に定める方

法とする。 

大気質の測定方法を表 6-2-11 に示す。 

地上気象の測定は、地上気象観測指針に定める方法により行う。 

 

表 6-2-11 大気質の測定方法 

測定項目 測定方法 データの情報 測定位置

二酸化硫黄（ＳＯ2） 溶液導電率法（JIS B 7952） 毎正時 

一酸化窒素（ＮＯ） 

二酸化窒素（ＮＯ2） 
ザルツマン吸光光度法(JIS B 7953) 毎正時 

1.5m 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） β線吸収法(JIS B 7954) 毎正時 3.5m 

塩化水素 イオンクロマト伝導率法 1 検体/日/7 日間/季 

ダイオキシン類 ダイオキシン類に係る大気環境調査マニュアル 1 検体/季 

1.5m 
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図 6-2-5 大気質事後調査地点（存在・供用による影響） 
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2) 騒音 

施設の稼働による騒音の影響の事後調査は表 6-2-12 に示す内容で計画する。 

調査項目は、施設稼働騒音レベルとする。調査頻度は施設の稼働が通常の状態に達した時点の 1

回とする。 

調査地点は、図 6-2-6 に示す予測地点である西側敷地境界及び近接民家付近の 2地点とする。 

表 6-2-12 騒音の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

騒音レベル 

1回 

（施設の稼働が通常の状態に

達した時点） 

 連続測定［24時間連続］ 

２地点 

(予測地点：西側敷地境界及び近接

民家付近) 

測定方法  

 １：「騒音に係る環境基準について」に定める方法 

 ２：特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準に定める方法 

 

3) 振動 

施設の稼働による振動の影響の事後調査は表 6-2-13 に示す内容で計画する。 

調査項目は、施設稼働振動レベルとする。調査頻度は施設の稼働が通常の状態に達した時点の 1

回とする。 

調査地点は、図 6-2-6 に示す予測地点である西側敷地境界及び近接民家付近の 2地点とする。 

表 6-2-13 振動の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

振動レベル 

1回 

（施設の稼働が通常の状態に

達した時点） 

 連続測定［24時間連続］ 

２地点 

(予測地点：西側敷地境界及び近接

民家付近) 

測定方法  

 １：特定工場等において発生する振動の規制に関する基準に定める方法 

 

4) 低周波音 

施設の稼働による低周波音の影響の事後調査は表 6-2-14 に示す内容で計画する。 

調査項目は、施設稼働に伴う低周波音圧レベルとする。調査頻度は施設の稼働が通常の状態に達

した時点の 1回とする。 

調査地点は、図 6-2-6 に示す予測地点である西側敷地境界及び近接民家付近の 2地点とする。 

表 6-2-14 低周波音の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

低周波音圧レベ

ル 

1回 

（施設の稼働が通常の状態に

達した時点） 

 連続測定［24時間連続］

２地点 

(予測地点：西側敷地境界及び近接民

家付近) 

測定方法  

 １：「低周波音の測定に関するマニュアル」（平成12年環境庁大気保全局）に定める方法 
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図 6-2-6 騒音・振動・低周波音事後調査地点（存在・供用による影響） 
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5) 悪臭 

(1) 調査項目等 

施設の稼働による悪臭の影響の事後調査は表 6-2-15 に示す内容で計画する。 

調査項目は、特定悪臭物質、臭気指数、臭気濃度とする。調査頻度は施設の稼働が通常の状態に

達した時点の 1回とする。調査時期は一般的に腐敗が進みやすく、悪臭が発生しやすい夏季とする。 

調査地点は、図 6-2-6 に示す対象事業実施区域の主風向風下側 1地点、風上側 2地点、主風向の

直行方向西側 1地点の計 4地点とする。 

 

表 6-2-15(1) 悪臭（特定悪臭物質）の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 測定方法 調査地点 

<特定悪臭物質> 

アンモニア、メチルメルカプタン、硫化水素、硫化

メチル、二硫化メチル、トリメチルアミン、アセト

アルデヒド、プロピオンアルデヒド、ノルマルブチ

ルアルデヒド、イソブチルアルデヒド、ノルマルバ

レルアルデヒド、イソバレルアルデヒド、イソブタ

ノール、酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、ト

ルエン、スチレン、キシレン、プロピオン酸、ノル

マル酪酸、ノルマル吉草酸、イソ吉草酸の22項目 

1季/年 

特定悪臭物質の測

定方法に定める方

法 

４地点 

（現況調査実施地

点） 

 

表 6-2-15(2) 悪臭（臭気指数・臭気強度）の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 測定方法 調査地点 

臭気指数 

1季/年 

3回/日 

（朝,昼,夜） 

臭気指数及び臭気排出 

強度の算定の方法に定 

める方法 

臭気強度 

1季/年 

3回/日 

（朝,昼,夜） 

６段階臭気強度表示法に

定める測定方法 

8地点 

（現況調査実施地点） 

 

表 6-2-16 悪臭の事後調査地点（存在・供用による影響） 

調査項目 地点数 地点№ 調査地点位置 

St.1 東側境界線上 

St.2 北東側境界線上 

St.3 北西側境界線上 

特定悪臭

物質 

臭気指数 

臭気強度 

４ 

St.4 西側境界線上 

St.5 
風間保育園グ

ラウンド 
北東2.0km地点 

St.6 大豆島小学校 北東1.0km地点 

St.7 松岡神社 北西0.6km地点 

臭気指数 

臭気強度 
4 

St.8 川合公園 南西1.1km地点 
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(2) 分析方法 

悪臭の分析方法は、以下のとおりとする。 

表 6-2-17 悪臭の分析方法 

調査内容 分析方法 

１ アンモニア 環境庁告示第９号 別表第１ 

２ 硫化水素 環境庁告示第９号 別表第２ 

３ 二硫化メチル 環境庁告示第９号 別表第２ 

４ アセトアルデヒド 環境庁告示第９号 別表第４ 

５ メチルメルカプタン 環境庁告示第９号 別表第２ 

６ 硫化メチル 環境庁告示第９号 別表第２ 

７ トリメチルアミン 環境庁告示第９号 別表第３ 

８ スチレン 環境庁告示第９号 別表第７ 

９ プロピオン酸 環境庁告示第９号 別表第８ 

１０ ノルマル酪酸 環境庁告示第９号 別表第８ 

１１ ノルマル吉草酸 環境庁告示第９号 別表第８ 

１２ イソ吉草酸 環境庁告示第９号 別表第８ 

１３ トルエン 環境庁告示第９号 別表第７ 

１４ キシレン 環境庁告示第９号 別表第７ 

１５ 酢酸エチル 環境庁告示第９号 別表第６ 

１６ メチルイソブチルケトン 環境庁告示第９号 別表第６ 

１７ イソブタノール 環境庁告示第９号 別表第５ 

１８ プロピオンアルデヒド 環境庁告示第９号 別表第４ 

１９ ノルマルブチルアルデヒド 環境庁告示第９号 別表第４ 

２０ ノルマルバレルアルデヒト 環境庁告示第９号 別表第４ 

２１ イソバレルアルデヒド 環境庁告示第９号 別表第４ 

２２ イソブチルアルデヒド 環境庁告示第９号 別表第４ 

２３ 臭気指数 官能試験法 

２４ 臭気強度 ６段階臭気強度表示法 
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図 6-2-7 悪臭事後調査地点（存在・供用による影響） 
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6) 水 象 

水象への影響の事後調査は表 6-2-18 に示す内容で計画する。 

調査項目は、施設の稼働に伴う地下水位の影響とし、地下水位を調査する。調査頻度は施設の稼

働が通常の状態に達した時点の 1年間（月 1回）とする。 

調査地点は図 6-2-8 に示す現地調査地点 4地点とする。なお、対象事業実施区域内の St.1 につ

いては施設の建設に伴い測定困難となった場合には、取水井の井戸を観測井として機能するよう配

慮する。 

 

表 6-2-18 水象の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

地下水位 

施設の稼働に伴い発生が通常

の状態に達した時点の１年間 

（１回/月） 

現地踏査、聞きとり調査、地下水位

については地盤調査法(地盤工学会）

による 

４地点（現地調査地点）
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図 6-2-8 水象事後調査地点（存在・供用による影響） 
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7) 土壌汚染 

(1) 調査項目等 

土壌汚染への影響の事後調査は表 6-2-19 に示す内容で計画する。調査項目は、施設の稼働に伴

う土壌汚染の影響とし、環境基準項目及びダイオキシン類を調査する。調査頻度は施設の稼働が通

常の状態に達した時点とする。 

図 6-2-9 に示す対象事業実施区域の主風向風下側 2地点、風上側 2地点の計 4地点とする。この

うち、St.3 及び St.4 についてはダイオキシン類について調査を行う。 

表 6-2-19 土壌汚染の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

環境基準項目

及びダイオキ

シン類 

１回（1検体/回） 

施設の稼働に伴い発生

が通常の状態に達した

時点 

「土壌の汚染に係る環境基準について」及び「ダ

イオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び

土壌の汚染に係る環境基準について」に定める方

法 

２地点 

（現地調査地点のうち、 

対象事業実施区域以外） 

ダイオキシン

類のみ 

１回（1検体/回） 

施設の稼働に伴い発生

が通常の状態に達した

時点 

「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁

及び土壌の汚染に係る環境基準について」に定め

る方法 

４地点 

（現況調査実施地点） 

 

表 6-2-20 土壌汚染の事後調査地点（存在・供用による影響） 

調査項目 
調査 

地点 
調査地点位置 

St.1 清水神社 南西 2.4km 地点 環境基準項目 

ダイオキシン類 St.2 風間保育園グラウンド 北東 2.0km 地点 

St.3 こすもす公園 北東 0.2km 地点 
ダイオキシン類 

St.4 川合公園 南西 1.1km 地点 
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(2) 分析方法 

土壌の分析方法は、以下のとおりとする。 

表 6-2-21 分析方法 

調査項目 分析方法 

１ カドミウム JIS K 0102 55、農林省令第 47 号に定める方法 

２ 全シアン JIS K 0102 38.1.2 及び 38.2 

３ 有機りん 環境庁告示第 64 号付表１に掲げる方法 

４ 鉛 JIS K 0102 54 

５ 六価クロム JIS K 0102 65.2 

６ 砒素 JIS K 0102 61.2 又は 61.3、総理府令第 31 号に定める方法 

７ 総水銀 環境庁告示第 59 号付表１ 

８ アルキル水銀 環境庁告示第 59 号付表２ 

９ ＰＣＢ 環境庁告示第 59 号付表３ 

１０ 銅 総理府令第 66 号に定める方法 

１１ ジクロロメタン JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 

１２ 四塩化炭素 JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 

１３ 1,2－ジクロロエタン JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 

１４ 1,1－ジクロロエチレン JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 

１５ シス－1,2－ジクロロエチレン JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 

１６ 1,1,1－トリクロロエタン JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 

１７ 1,1,2－トリクロロエタン JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 

１８ トリクロロエチレン JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 

１９ テトラクロロエチレン JIS K 0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 

２０ 1,3－ジクロロプロペン JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 

２１ チウラム 環境庁告示第 59 号付表４ 

２２ シマジン 環境庁告示第 59 号付表５の第１又は第２ 

２３ チオベンカルブ 環境庁告示第 59 号付表５の第１又は第２ 

２４ ベンゼン JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 

２５ セレン JIS K 0102 67.2 又は 67.3 

２６ ふっ素 JIS K 0102 34.1  

土
壌
環
境
項
目 

２７ ほう素 JIS K 0102 47.1、47.3  

ダイオキシン類 

ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の
汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準－土壌中に含まれ
るダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分解能ガスクロマ
トグラフ質量分析計により測定する方法－ 

注： 1,6,10 溶出試験及び含有量試験を含む。他はすべて溶出試験とする。 
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図 6-2-9 土壌汚染事後調査地点（存在・供用による影響） 
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8) 景 観 

景観への影響の事後調査は表 6-2-22 に示す内容で計画する。 

表 6-2-22 景観の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

眺望の状況 

施設の稼働が通常の状態

に達した時点の2回（落葉

季及び繁茂季） 

写真撮影 ７地点（現地調査地点） 

 

表 6-2-23 景観の事後調査地点（存在・供用による影響） 

調査 
地点 

調査地点位置 

St.1 
三才大豆島中御所線(県道 372 号) 
五輪大橋南端 

St.2 
三才大豆島中御所線(県道 372 号) 
五輪大橋北端 

St.3 大豆島小学校 

St.4 松岡こすもす公園 

St.5 松岡くろっかす公園 

St.6 松岡神社 

St.7 長野市立犀陵中学校 

 

9) 日照阻害 

日照阻害の事後調査は表 6-2-24 に示す内容で計画する。 

表 6-2-24 日照阻害の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査頻度 調査方法 調査地点 

日影の状況 

施設の稼働が通常の 

状態に達した時点の 

冬至日 

施設計画が定まった時点で、時刻別日影図、

等時間別日影図等を作成する。 

また、計画施設の竣工時に天空写真の撮影

を行う。 

1地点 

（北側敷地境界） 
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図 6-2-10 景観事後調査後調査地点（存在・供用による影響） 
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図 6-2-11 日照阻害事後調査後調査地点（存在・供用による影響） 
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10) 施設の稼働状況及び保全対策の実施状況 

事後調査の実施にあわせ、関連する施設の稼働状況及び環境保全措置の実施状況を調査・整理す

る。 

表 6-2-25 水象の事後調査計画（存在・供用による影響） 

調査項目 調査時期 調査方法 調査対象 

施設の稼働

状況 

事後調査の

実施期間 

資料の収集整理、聞き取り、写

真撮影等による 

・施設配置 

・計画建築物仕様 

・設備・機器種別、規格、台数 

・廃棄物搬入車両走行台数 

・廃棄物処理量 

・地下水揚水量 

・防災調整池の設置状況 

・緑化の状況 

・その他の工事の状況 

環境保全措

置の実施状

況 

事後調査の

実施期間 

資料の収集整理、聞き取り、写

真撮影等による 

・大気汚染防止対策の状況 

・騒音防止対策の状況 

・振動防止対策の状況 

・低周波音防止対策の状況 

・悪臭防止対策の状況 

・その他の環境保全措置の実施状況

 

 

6-3 事後調査結果の報告等 

6-3-1 事後調査報告書の提出時期及び提出先 

事後調査を行う時点は、「建設工事の最盛期」及び「施設の稼働が通常の状態に達した時点」の

2時点である。 

事後調査結果報告は「建設工事の最盛期」及び「施設の稼働が通常の状態に達した時点」の各調

査が完了した段階で速やかに行う。 

事後調査報告書は県知事に提出する。 

 

6-3-2 事後調査結果の公表・公開の方法 

事後調査結果は、事後調査報告書としてとりまとめ、公表・公開する。 

公表・公開場所は、長野広域連合及び計画施設ならびに長野広域連合構成市町村の関係部署とす

る。また、長野広域連合ホームページにおいても公表・公開する。 

 


